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まえがき 

 

本報告書は、日 ASEAN新産業創出実証事業として独立行政法人日本貿易振興機構（ジ

ェトロ）からの請負により、株式会社日立ハイテクノロジーズが実施した「タイにおける

シェア工場（スマートファクトリ）の実証」に関する成果をまとめたものである。 

現在タイは高度な経済基盤の確立と経済発展を目指した政策を推進している。タイ政府

は長期的に目指すべき経済社会のビジョンとして「タイランド 4.0」を示し、その重要な

施策のひとつに「東部経済回廊（Eastern Economic Corridor：EEC）」開発計画をうたって

いる。EEC開発計画では総額 1.5兆バーツ（約５兆円）の投資規模が見込まれており、ロ

ボティクスやデジタル産業などといった 10の重点作業の誘致・育成などを図っている。

タイ政府は EECをアセアン経済の中心地に育てたいと考えており、最大の投資国である日

本に対する期待が高まっている。特に投資が一服した大手企業に代わり、技術力のある日

本の中小企業に対する期待感は大きい。日本の中小企業にとっても、地理的に東南アジア

諸国連合（ASEAN）の中心に位置するタイに進出すれば急成長する東南アジア諸国との結

びつきを強められ、その成長力の恩恵にあずかることができるようになる。 

本事業で実証するシェア工場は、資本は少ないが技術力のある日本の中小企業の海外進

出を可能にすることを構想する。シェア工場では、海外で工場設備を共有（シェア）する

ことで投資負担を軽減する。また、海外現地の企業と連携し現地の労働力を活用する。本

実証事業ではシェア工場をタイに設立、タイ企業の作業員による生産を行い、IT

（Information Technology）/IoTにより生産および品質状況を日本で見る。生産ではオペレ

ーションの効率性および不良率を評価する。IT/IoTでは本システムの可用性、作業を日本

で見る際のタイムラグおよび IoTセンサー等の運用保守性を評価する。さらに量産に向け

た課題を検討する。 

実証を通じて明らかとなった成果や課題等は、日本の中小企業と現地企業とのビジネス

連携を促進するための方向性、規制改革、共通ルール形成等に役立つことを願う次第であ

る。 

最後に、本実証事業の実施にあたり日本貿易振興機構、同バンコクセンターの各位から

ご指導とご支援を頂きこのような成果をまとめることができたことに対して、深く御礼を

申し上げる。 

 

２０１８年２月 

株式会社日立ハイテクノロジーズ  
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第1章 実証事業の目的 

 

1.1 目的 

国内市場の縮小や国際競争力の向上などを背景に、多くの日本企業が海外での生産増強を

推進している。海外製造拠点では高機能部品などは日本からの供給が依然続いているもの

の、現地調達が年々増加している。 

一方でそういった海外進出企業の協力会社である日本の中小企業の多くは、製造設備や人

件費などのコスト増加、現地での資金・人材確保、さらには生産・品質管理などが課題とな

り、技術力はあるがスムーズな海外進出が難しい状況にある。特にタイでは、輸送、電気、 

工場用地などの製造業用インフラが近隣諸国と比べ整っており、多くの日本製造業が進出し

ている。しかしながら規模が小さい工場も多く、日本の中小企業にとって単独でタイに進出

することはリスクが大きい。そこで、日本の中小企業が投資負担を抑えて海外事業を拡大で

きるようにする「シェア工場」をタイに設立する。 

シェア工場では、生産拠点を共有して必要な資源を最小限に抑え、IT（Information 

Technology）/IoT（Internet of Things）技術により日本から生産現場を把握、作業品質を管理す

る。これにより、資本は少ないが技術力のある日本の中小企業の海外進出を可能にすること

を構想する。 

本実証事業では、シェア工場での日本企業とタイ企業の連携による現地製造および IT/IoT

技術による日本から生産現場の把握・作業品質の管理の実現性について実証することを目的

とする。   
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第2章 実証事業の背景 

 

2.1 日本企業の海外進出の拡大と現地調達の増加 

「第 46 回海外事業活動基本調査（発行元：経済産業省、発行年：2016 年）」によると、日

本の製造業全体における海外生産比率は 2001 年には 14％前後だったものが、2015 年には

25％程度に達し、ほとんどの業種において海外生産比率を上昇させている。新興国諸国の台

頭や先進国市場の成熟化に伴いビジネスのグローバル化が進み、汎用品などを中心に、市場

に近いところで生産する、グローバル最適地生産の流れは今後も継続するものと考える。 

2015 年度のアジアにおける製造業現地法人の現地・域内調達比率は 76.6％、日本からの調

達比率はアジアが 20.5％となっており、2006 年度と比べると現地調達比率では上昇し日本か

らの調達比率は低下している。高機能部品などは日本からの供給が依然続いているものの、

現地調達が年々増加している。 

「タイ日系企業進出動向調査（発行元：日本貿易振興機構、発行年：2017 年）」によると

タイに進出している日本の製造業は 2008 年度には 1,879 社であったのに対し 2017 年度には

2,346 社と増加傾向にある。大メコン地域（カンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナム、タ

イ）においてタイはカンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナムに近接し、この地域の経済

開発を考える上では中心的な存在であり、今後も増加するものと考える。また、タイ政府が

バンコク東部に位置するチャチュンサオ、チョンブリー、ラヨーンの 3 県を投資優遇地とし

た経済特区であり、タイの中長期的な経済成長戦略である「タイランド 4.0」の中核を成す

「東部経済回廊（Eastern Economic Corridor：EEC）」も後押しとなっている。 

「日系企業景気動向調査（発行元：バンコク日本人商工会議所、発行年：2017 年）」によ

ると在タイ日本製造業の現地調達率は全体で 2010 年に 49.0％だったのに対し、2015 年には

59.7％と上昇している。一方で日本からの調達率は 31.7％から 22.9％に低下している。タイに

おいても、少しでも生産コストを削減しようとする現地調達ニーズは高い。 

 

2.2 日本の中小企業における課題 

「2017 年版ものづくり白書（発行元：経済産業省、発行年：2017 年）」によると現在日本

の製造業は約 42 万社の企業等が存在し、そのうちの 99％以上が中小企業であり、従業者数の

約 66％が中小企業に従事している。しかしながら中小製造業は年々事業所数・就業者数が減

少しており、中小企業を取り巻く経営環境が一段と厳しさを増している。また、日本の中小
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企業の一部は、納入先である完成品メーカーの海外進出に追随できていない。中小企業は売

上高の伸び悩みを解決するための海外進出への取組が必要である。 

「2016 年度日本企業の海外事業展開に関するアンケート調査（発行元：日本貿易振興機

構、発行年：2017 年）」によると中小企業における海外展開するにあたり「現地でのビジネ

スパートナー」および「海外ビジネスを担う人材」を課題に挙げている。例えば中小企業が

ビジネスパートナーとして現地でサプライヤーを探すことは容易ではない。安定供給や品質

の問題、信用情報の把握が困難である。さらには必要な技術的・専門的な知識を持つ営業・

調達人材や外国語対応ができる社員が不足している中小企業も多い。 

 

2.3 シェア工場による中小企業の海外生産を支援 

株式会社日立ハイテクノロジーズ（以下「日立ハイテク」という。）では、海外生産に必

要な工場インフラ、部材調達、人材確保および育成等の環境を整備したシェア工場事業を企

画している。シェア工場では、生産設備や人材を日本の複数の中小企業で共有することで、

海外進出に必要な資源を最小限に抑える。さらに IT/IoT の技術を導入して日本からの遠隔監

視を可能にし、生産状況・検査データの閲覧、担当者への指示などを日本からリアルタイム

で行うことで現地の駐在員人材の確保を不要とする。これにより、日本と同品質の製品の現

地生産を可能にし、コスト競争力のある製品の現地生産を目指す。また日立ハイテクでは、

現地での部材調達の支援や、販売等の周辺サービスの提供も企画している。 

本実証事業により、タイにおいて日本企業と現地企業とのビジネス連携によるシェア工場

を検証し、日本の中小企業の海外展開を支援する仕組みとして事業化を目指す。 
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第3章 事業実施体制 

 

3.1 体制図 

 本事業はタイ現地において事業を実施したものである。本事業の実施体制を図 3-1 に示す。 

 

 

図 3-1 実施体制 
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3.2 役割分担 

本プロジェクト内での役割分担を表 3-2 に示す。タイ現地パートナーは主に現地作業員の調

達を担当する。日本の中小企業は主に製造装置・仕様の指定、製造プロセスの設計、作業員

指導および試作品の評価を担当する。日立ハイテクはプロジェクトマネジメント、実証事業

の準備および実施・結果まとめなどを担当する。 

 

表 3-1 役割分担  

社名 実証における主な役割 

Srithai Engineering Co., Ltd. 工程管理技術交流 

TRIGO QUALLITY SERVICE 

（ THAILAND ） Co., Ltd 

作業員の派遣 

労務管理・育成指導 

AMATA Corporation 工業団地内の工場賃貸 

（株）シロクマ 製造装置・仕様の指定 

製造プロセスの設計 

作業員指導 

試作品の評価 

東邦殖産工業（株） 同上 

（株）日立ハイテクノロジーズ 実証計画立案、結果纏め 

設備、装置備品の購入 

予算管理 

 

 参考として本実証事業に参加するタイ現地パートナーと日本の中小企業の概要を表 3-3 に示

す。本実証事業では日立製昇降機の部品をシェア工場で製造する。（株）シロクマ（以下

「シロクマ」という。）および東邦殖産工業（株）（以下「東邦殖産工業」という。）は、

日本で株式会社日立ビルシステム（以下「日立ビルシステム」という。）に昇降機の部品を

納入している会社であり、Srithai Engineering（以下「Srithai」という。）は、タイで日立製昇

降機の製造・サービスを行っている「Siam-Hitachi Elevator Co., Ltd.」（以下「SHE」という）

に昇降機の部品を納入している会社である。TRIGO QUALLITY SERVICE （THAILAND ） 

Co., Ltd（以下「TRIGO」という。）は、タイで作業員の派遣を行っている会社であり、

AMATA Corporation は、工業団地開発、運営を行っている会社である。 
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表 3-2 各社会社概要 

社名 従業員数 FY2016 

売上高 

本社所在地 事業内容 

Srithai Engineering Co., 

Ltd. 
300 名 413 

MTHB 

（1,363 

百万円） 

222Moo7 

Watstriwareenoi, 

Bangchalong, 

Bangplee, 

Samutprakam , 

Thailand 

昇降機向け板金加工・ 

部品製造業 

日立タイエレベータ 

及び三菱タイの 

認定ベンダー 

TRIGO QUALLITY 

SERVICE 

 （ THAILAND ） Co., 

Ltd 

 218 名 96 

MTHB 

（336 

百万円） 

500/132 Moo. 3 

Tambon Tasit, Pluak 

Daeng, Rayong, 

Thailand 

品質向上における 

支援、評価サービス 

品質検査、 

品質管理サービス 

AMATA Corporation 251 名 4,427 

MTHB 

（15,495 

百万円） 

2126 Kromadit 

Building New 

Petchburi Road 

Bangkapi Huai 

Khwang, 

Thailand 

工業団地開発、運営 

（株）シロクマ 101 名 3,021 

百万円 

大阪府大阪市 

天王寺区 

味原町 

3 丁目 7 番 

エレベーター機械部品 

ハンドレール製造 

一般手摺り金具製造 

東邦殖産工業（株） 36 名 250 

百万円 

茨城県日立市 

旭町 3-12-9 

エレベーター電機部品 

各種ケーブル製作､ 

制御盤の配線組立 

電気組立、塗装分野の 

技術認定会社 
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第4章 実施スケジュール 

 

 本実証事業の実施スケジュールを以下に示す。 

 

実証事業実施期間 ：  実証準備 2017 年 7 月～10 月中旬 

    実証期間 2017 年 10 月 19 日～2018 年 1 月 31 日 

 

表 4-1 実証事業スケジュール 

1W 2W 3W 4W 1W 2W 3W 4W 5W 1W 2W 3W 4W 1W 2W 3W 4W

準備 製造設備、冶具

内装工事

建屋付帯工事

IT/IoT関連

教育 日立ハイテク→エンジニア

日立ハイテク→オペレーター

日本の中小企業→オペレーター

生産・課題抽出

改善検討・実装（作業手順書）

改善検討・実装（その他*1） 日本

IoT関連*2改善実装

現地スタッフのみでの生産

まとめ 量産に向けた課題抽出
タイ/

日本

タイ

試作

12月 ’18年1月11月
大項目 項目 場所

生産・
課題抽
出・改
善実装

10月

タイ

8月 9月

輸出 搬入 据付 試験

着工 竣工

電力申請 電力供給開始

IoT機器
発注

LAN敷設 IoT導入、動作確認

 

 



8 

 

*1 その他：工程、ST、SynPLA、Bluemix、レイアウト、検査基準、検査方法、Raspberry Pi モ

ニター、IoT 機器、カメラの位置、治具、自動翻訳 TV 会議システム、キット配膳、DPS

（Digital Picking System）、部品箱などを指す。 

*2  IoT 関連：SynPLA、Bluemix、Raspberry Pi モニター、IoT 機器、カメラの位置などを指

す。 

 

まずシェア工場の立ち上げに向け、製造設備、冶具の準備、内装工事、建屋付帯工事およ

び IT/IoT 関連の開発・導入等準備を行った。その後作業手順書を使って作業員を教育した。 

教育で使った作業手順書を基に生産と課題抽出を 2017 年 11 月 7 日（火）～11 月 10 日

（金）で実施した。ハンドレールと DMC ユニットを生産し、時間を計測した。 

確認された課題を基に作業手順書の修正を 2017 年 11 月 13 日（月）～11 月 14 日（火）午前

中で実施した。修正した作業手順書を基に生産と新たな課題抽出を 2017 年 11 月 14 日（火）

午後～11 月 15 日（水）で実施した。 

確認された新たな課題および最初の生産で指摘された課題のうち改善しきれなかった課題

について、日本で検討した。 

日本で改善検討したものを実装し、タイの作業員のみで試作を 2017 年 12 月 6 日（水）～12

月 8 日（金）で実施した。 

最後に量産に向けた課題抽出を行った。 
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第5章 事業実施の概要 

 

5.1 試作対象製品 

 シロクマは日本で日立製昇降機向けにハンドレール（図 5-1）を、東邦殖産工業は DMC

（Door Machine Controller、ドアマシンコントローラ）ユニット（図 5-2）を製造しており、実

証事業ではこれらの製品の試作を行った。実証期間中にハンドレール 50 本、DMC ユニット

20 台の試作を予定する。 

 

 

図 5-1 ハンドレール 

 

 

図 5-2 DMC ユニット 

 

5.2 検証項目 

製造領域の検証項目を表 5-1 に示す。製造領域では品質項目として不良率を測定し、オペレ

ーターの作業効率として標準工数を測定する。 
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表 5-1 製造領域の検証項目 

検証対象 検証項目 目標値 

品質 • 不良率 ハンドレール １％以下 

DMC ユニット ２％以下 

オペレーション 組立標準工数（ST） 

 

ハンドレール  14.5 分 

DMC ユニット 50 分 

 

弊社グループ会社が日本の部品生産を海外に移転した際、多くの場合組立標準工数（ST）

は、日本での ST に対し 150％を見積もる。本実証事業は、さらにそれを上回る 120％を目指

し工夫をする。 

IT/IoT システム領域の検証項目を表 5-2 に示す。IT/IoT システム領域では生産ラインの作業

中継におけるタイムラグ、生産管理システムにおける障害発生時における生産継続性および

各種機器／センサーの交換可否・リモートオペレーション可否を検証する。生産管理システ

ムの検証では、ネットワークを切断した状態で１日分の作業データをエッジコントローラに

蓄積することで生産の継続を図る。 

 

表 5-2 IT/IoT システム領域の検証項目 

検証対象 対象システム 検証項目 目標値 

性能・拡張性 • 生産ラインの作業中継 作業中継のタイムラグ（15fpsHD 動画含む） 5 分未満 

可用性 • 生産管理システム LAN の障害によるネットワーク切断時における

生産最大継続時間 

24 時間 

運用保守性 カメラ・RFID・その他

各種センサー 

交換可否 可否 

リモートオペレーション（リセット・再インスト

ール・パラメータセットのリモート操作可否） 

可否 

 

本実証事業ではシェア工場の使用環境として温度、電圧・電流も測定する。 

 

5.3 準備 

5.3.1 シェア工場のロケーション選定 

シェア工場はタイ・チョンブリー県にある AMATA Nakorn 工業団地内のレンタル工場の中

で BG82 区画を貸借した（図 5-3、図 5-4、表 5-3、図 5-5）。AMATA Nakorn 工業団地は、現
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地パートナーである AMATA が運営しているタイ最大の工業団地であり、日系企業が集積す

るという特徴がある。この工業団地内に 2,600 ㎡の工場を借り実証事業を行った。 

 

 

図 5-3  バンコク・チョンブリ―（Chonburi）県近郊地図 

 

 

図 5-4 AMATA Nakorn 工業団地の地図 

BG82Plot G1838 
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表 5-3 AMATA Nakorn 工業団地の賃借区域 

場所 工場 事務所（２階） 計 特記 

（㎡） （㎡） （㎡） 

BG82 2,200 400 2,600 搬入出口２ヶ所 

 

 

図 5-5 実証事業を行った AMATA Nakorn 工業団地 BG82 の外観 

 

5.3.2 工程表・製造レイアウトの検討、製造設備・冶具の選定 

工程表と製造設備・冶具は、シロクマと東邦殖産工業の製造工程を基に決定した（表 5-4、

表 5-5）。これは、シロクマ、東邦殖産工業が自社の保有するノウハウをもって、遠隔でも的

確な指示ができ、タイのシェア工場においても、日本で製造する場合と同レベルの品質での

製造を実現するためである。 

表 5-4 ハンドレール工程明細 
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上記工程フロー：部品受入れ ⇒ パイプ加工 ⇒ 組立 ⇒ 検査 ⇒ 梱包 ⇒ 出荷 

特記事項

シームレスSUSパイプ

（32φ×4、000ヘアライン）
現調

品番、数量、外観
寸法（φ×L）

抜取り
3/200本

外形φ→ノギス

サイドキャップ（ZDC2）

寸法（26×32φ×30.8φ）

サポート足（ZDC2）

寸法（38×28φ）

四角ナット
品番、数量、寸法

3/200ケ
外形φ→ノギ

ス

ターンナット

真鍮取付部品

鋲螺　類
ネジ、ナット類一式

段取り
測長突当て冶具セット

1回/ロット

鋸刃交換
1回/500本

潤滑油補充 （1回/15

日）

切断
パイプセット切断

外観チェック

段取り
ボール盤位置決め

1回/ロット
３連ボール
盤

Dig表示付

き
8φドリル交換

穴明け
パイプセット穴明け

穴バリ取り 全数
丸ヤスリ
（手作業）

パイプ面取り加工 段取り
バイト交換

1回/100本

加工
両端の糸面取り

全数

ヘアライン補修
サンドペーパー補修

全数 手作業
#180サンド

ペーパー

洗　浄
拭き取り

全数 （IPA）

部品揃え（配膳）
組立部品の揃え

手作業

サイドキャップ組付け
四角ナット挿入

サポート足組付け
ターンナット

[足高さの水平出し要]
サポート足

真鍮取付部品組付け
（タイコ、無頭ネジ他） 無頭ネジド

ライバー
（エレベータ側板への取付ネジ部
品）

寸法、外観チェック

（取説セット含む）

梱包 ラベル貼り

出荷 ロットNO印字

組立

ドライバー
→トルクドライバー化

使用設備／冶工具

パイプ
加工

穴明け加工
[サイドキャップ固定穴]

[サポート足取付穴]

検査

水平出し水準器
→水平取付冶具化

新品：2、000穴で再研磨、

再研磨品：1、000穴で再研磨）

品番、数量、外観
寸法（高さ､外径）

端面加工機

ドライバー
→トルクドライバー化

デジタルスケール採用

パイプ切断

品番、数量、外観
寸法（高さ､外径､内径）

抜取り
3/200本

抜取り
3/200本

工程フロー

外形φ→ノギ

ス

（作業項目）

部品
受入れ
検査

外形φ→ノギ

ス

名称・内容内容

支
給
部
品
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表 5-5 DMC ユニット工程明細

 

使用設備/冶工具

（作業項目） 使用部品 個数 名称・内容

図面確認 ・図面Rev確認（最新バージョン）

板金 （1）ケース、カバー外観目視検査 ケース 1 【現状】

受入れ検査 （2）ケース底面の穴位置確認 カバー 1 穴位置専用ゲージ

カバー部組立 （1）モルトプレン貼付け

①モルトプレン加工（カッティング） モルトプレン カッターナイフ

寸法突き当て冶具（2種）

②モルトプレン貼付け カバー（板金） 1

（2）板バネ取付

①板バネネジ2本止め 板バネ 1

M3ネジ 2 電動ドライバー

（3）透明プレート取付

①プレートをナイロンリベットで固定 透明プレート 1

ナイロンリベット 1

（4）銘板貼付け

①E.STOP銘板貼付け E.STOP銘板 1

カバー角穴に沿って貼付

②スイッチ銘板貼付け スイッチ銘板 1

カバー角穴に沿って貼付

③ドアマイコン銘板貼付け マイコン銘板 1 位置決めゲージ

位置決めゲージを使用

ケース部組立

①エッジガード切断（準備） エッジガード 6 ニッパー

寸法突き当て冶具

②エッジガード取付

（2）モータアースネジ、カバー取付ネジ

①モータアース用ネジ取付（本締め） アースネジ 1 トルクドライバー（電動）

リアパネル部中心位置

②カバー取付ネジ仮締め M4×8 2 ドライバー

（3）シジバン取付

①配線バンド用支持貼付け ナイロンシジバン 2 位置決めゲージ

位置決めゲージを使用

  （4）KEEP.P（電線固定ナイロンファスナ） 2

（5）スペーサー取付け スペーサー 5 ファスナー押込み冶具

（基板固定用ナイロンファスナ）

（6）『放熱シート』貼付け 放熱シート 1 位置決めゲージ

（CASE穴位置に合せて貼付け

（7）プリント基板取付け

①プリント基板ASSYチェック 1 （目視）

→異物、外観検査 エアブロー

②基板取付け（5ケ所ファスナーへの嵌め込み） 基板嵌込み冶具

③取付け状況チェック＆マーキング 赤マジック

④IPM締め付け M3ネジ 2 トルクドライバー（仮締め）

トルクドライバー（本締め）

（8）E.STOPケーブル-ASSY取付け

（スイッチ＋ケーブルASSY品）

①ボタンSW取付け E.STOPケーブルASSY 1 スパナ

②E.STOPケーブルルーチング 束線バンド 2

③ボタンSWのツマミ変更

黒ツマミ→赤ツマミ

（9）ケーブルクミズ配線（取付） ケーブルクミズ#19 1

（ショートコネクタASSY） ケーブルクミズ#20 1

（10）アース線取付け

①ケース後面ｱｰｽ穴にネジ固定 アース線ASSY 1 ドライバー

②取付け確認とマーキング ネジ 1 赤マジック

（11）DIP-SW設定確認

（12）カバー組立実装検査

工程フロー

内容

（1）エッジガード取付

「10F」「11F」を基板ASSYの

コネクタに挿入
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表 5-5 DMC ユニット工程明細（前頁の続き） 

 

 

 ハンドレールと DMC ユニットは特性上工程が異なるため、図 5-6、図 5-7、図 5-8 に示す通

り、別の生産ラインとした。 

 

使用設備/冶工具

（作業項目） 使用部品 個数 名称・内容

総組 （1）カバー取付け

カバー取付 ①ケースにカバー取付け トルクドライバーー

最終全体検査 （1）外観検査

キズ、汚れ、部品ずれetc 【現状】

の目視検査 チェックシート

（1）E.STOPスイッチSUB-ASSY BPS（ボタンSW） 1

①3P2芯ハーネスASSY半田付け 3P2芯ハーネスASSY 1 半田ゴテ

②SW端子間リード線半田付け リード線 2

（2）3P2芯ハーネスASSY

①リード線測長～切断～被覆剥離 AWG#22線材 1 自動機KODERA

②圧着端子ｶｼﾒ始業時点検

③端子カシメ 2

④コネクタハウジング装着 3Pコネクタハウジング 1 （手作業）

⑤リード線端末の迎え半田 半田ごて（手作業）

⑥結束バンドで結束 2 ニッパ

結束バンド位置ゲージ

ケーブルクミズ （1）ショートコネクタSUB-ASSY

SUB-ASSY ①リード線測長～切断～被覆剥離 AWG#22線材 2 自動機KODERA

TYPEC-371A

②圧着端子ｶｼﾒ始業時点検

③端子カシメ 4

④コネクタハウジング装着 3Pコネクタハウジング 2 （手作業）

⑤ﾏｰｸバンド取付け 2 ニッパ

アースケーブル （1）アースケーブルSUB-ASSY

SUB-ASSY ①リード線測長～切断～被覆剥離 IV２SQリード線 5 自動機KODERA

②圧着端子ｶｼﾒ始業時点検

③端子カシメ 丸型端子 2

両端丸型端子カシメ SLLT2-4（JST）

④バンド結束 バンド 1

内容

工程フロー

半自動圧着機（AP-K2N）

半自動圧着機（AP-K2N）

半自動圧着機

YA-1A（日本圧着端子）

E.STOPケーブ

ル

ASSY

（ショートコ

ネクタ）

ハーネスSUB-ASSY
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図 5-6 シェア工場建屋全体レイアウト 

（図中の図の番号は以降に写真を掲載） 

図 5-9 

図 5-10 
図 5-11 

図 5-12 図 5-13 

図 5-14 

ハンドレール 

工程 

DMC ユニット 

工程 
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図 5-7 ハンドレール工程レイアウト 

（図中の図の番号は以降に写真を掲載） 

図 5-15 

図 5-16 

図 5-17 

図 5-18 

図 5-19 

図 5-20 
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図 5-8 DMC ユニット工程レイアウト 

（図中の図の番号は以降に写真を掲載） 

 

特に製造設備の一部は市販の設備に多くのカスタマイズを施しているため、日本で手配し

た。タイへの輸出を考慮し、実績のある株式会社山善（以下「山善」という。）、株式会社

MKコーポレーション（以下「MKコーポレーション」という。）を経由して購入した。山善

はタイに現地法人を持っており、MKコーポレーションはタイの Metro Systems Corporation と

提携する商社で、タイへの輸出・通関業務の豊富なノウハウを持つ企業である。２社を活用

することで、日本から輸出する手間やコストを削減しかつ調達リードタイムの短縮を図っ

た。実際に山善により通関を１日で通した。製造設備および冶具の設置後の状態を図 5-9～図

5-26 に示す。 

図 5-21 

図 5-22 図 5-23 

図 5-24 

図 5-26 

図 5-25 
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図 5-9８月立上当初の事務所 

 

 

図 5-10 実証事業時の事務所 

 

 

図 5-11 キット配膳 Service area１ 
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図 5-12 キット配膳 Service area２ 

 

 

図 5-13 キット配膳 Service area 部品棚１ 

 

 

図 5-14 キット配膳 Service area 部品棚２ 
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図 5-15 ハンドレール工程パイプ切断工程１ 

 

 

図 5-16 ハンドレールパイプ切断工程２ 
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図 5-17 ハンドレールパイプ切断工程３ 

 

 

図 5-18 ハンドレール穴明け工程１ 
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図 5-19  ハンドレール穴明け工程３ 

 

 

図 5-20 ハンドレール端面加工工程 
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図 5-21 DMC ユニット準備工程 

 

 

図 5-22 DMC ユニット線材切断工程 
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図 5-23 DMC ユニットコネクタ crimping 工程 

 

 

図 5-24 DMC ユニットコネクタ組立工程 

 



26 

 

 

図 5-25 DMC ユニット組立工程・実装画像検査工程 

 

 

図 5-26 DMC ユニット実装画像検査工程 
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5.3.3 製造設備の設置後に発生した問題 

設備設置後、実証事業開始までに多少の間が発生した。その間設備を放置していたところ

一部に赤錆が発生した（図 5-27）。設備を設置した 10 月はタイでは雨季にあたり高温多湿と

なる。加えてシェア工場建屋内で空調を使用していなかったため一層高温多湿となってい

た。このことが赤錆発生の主な原因だと考える。一般的にタイでは設備の錆防止のために高

頻度で専用のオイルスプレーを噴射する（図 5-28）。本実証事業でも本対応を取るようにな

り、以降錆は発生しなくなった。 

 

 

図 5-27 赤錆の発生したボール盤と錆びた部分 
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図 5-28 新たに採用した錆防止オイルスプレー 

（出典：SUZUKI YUSHI INDUSTRIAL Co.Ltd） 

 

タイの大手通信会社 TOT Public Company Limited（以下「TOT」という。）が、ネットワー

クの上り／下りともに速度 50Mbps以上のサービスを提供していた。そのため TOT とネット

ワークの契約をした。 

 

5.3.4 IT/IoT システム設計、機器の手配、設置 

製造工程に沿ってデータを収集するために、必要な IT/IoT 機器の設計を行った（図 5-

29）。 
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図 5-29 SFaaS システム全体構成図 

 

IT/IoT システムは、日立産業制御ソリューションズ（以下「HiICS」という。）、株式会社

アイネス等各社の専門技術を結集した（表 5-6）。 

表 5-6  IT/IoT システムの外部委託ベンダー 

 

IT/IoT システム 外部委託ベンダー 備考 

生産管理システム 

  

  

作業手順書作成、管理 HiICS   

作業情報収集 HiICS   

生産計画 HiICS SynPLA（（株）日立ソリュー

ションズ）を採用 

分析システム 

  

PaaS IBM IBM Bluemix を採用 

クラウドソーシング （株）アイネス   

品質管理システム 

  

TV 会議システム - 既製品（Skype 他）を利用 

動画管理システム - 既製品（カスタマイズなどの

開発不要）を利用 

実績データ収集システム DB/ストレージ IBM （株）アイネス開発のアプリ

を採用 
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工場の IoT 端末として Raspberry Pi を採用した（図 5-30、図 5-31、図 5-32）。Raspberry Pi

は学校教育等でコンピューターに親しむことを目的に開発された OS とミニコンピュータを備

えた機器である。カメラを使った撮影が必要なエッジコントローラは Raspberry Pi に Pi 

Camera ユニットを接続した。Raspberry Pi 以外の IT/IoT 機器は安定した品質の製品を調達する

ために日本で手配した（図 5-33、図 5-34）。 

 

 

図 5-30a  工程設置前の Raspberry Pi 

 

図 5-31b 現地 Raspberry Pi端末と日本側工場との接続 
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図 5-32 DMC ユニット工程に取り付けた Raspberry Pi（赤丸で表示） 
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図 5-33 ハンドレール工程に取り付けた Raspberry Pi（赤丸で表示） 
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図 5-34 ハーネス SUB-ASSY 工程に設置された IoT 機器１（赤丸で表示） 

 

 

図 5-35 ハーネス SUB-ASSY 工程に設置された IoT 機器２（赤丸で表示） 
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Raspberry Pi で収集したデータを、ネットワークを通してクラウド上に保存する。保存した

データを日本の端末で見る。 

製造現場は１分毎に録画し、一部のデータを分析・加工する。これにより日本の中小企業

の管理者は、品質基準を満たさなかったものや組立標準工数以上に時間が掛かってしまった

作業を容易に抽出できる。１工程に複数台の Raspberry Pi を取り付けているため、管理者が

様々な角度から作業を見ることができる。さらに今後の稼働分析や予兆診断等に向けデータ

を蓄積する。 

 

 

5.3.5 作業員の手配 

 TRIGO から作業員としてエンジニア１名とオペレーター２名を調達した（図 5-35、図 5-

36）。エンジニアはシェア工場での試作品の製造作業指導及び現場管理を担当し、オペレー

ターは製造作業を担当した。 

 

 

図 5-36 TRIGO のエンジニア 
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図 5-37 TRIGO のオペレーター 

 

5.3.6 作業手順書の作成 

作業手順書を日本語、英語、タイ語で作成した。タイの作業員の離職率は非常に高く年末

の賞与時期に大量の退社者が発生することがある。そのため作業員の入れ替わりを前提とし

一見して作業を確認できる様に作業手順を写真に記載した。加えて使用する冶工具、IoT 機

器、解説のポイントおよびチェック/確認事項を写真の下部に箇条書きで記載した（図 5-37、

図 5-38、図 5-39）。これは作業台の上のモニターに表示され、オペレーターは逐次作業手順

を確認しながら作業することができる。 
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図 5-38 作業手順書（日本語） 

 

 

図 5-39 作業手順書（英語） 
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図 5-40 作業手順書（タイ語） 

 

一つの作業に必要な部品と冶具を全て一つのキット配膳ボックスにまとめた。さらにキッ

ト配膳ボックスに発泡ポリエチレンのシート（図 5-40）を敷き、各部品・冶具の形状に合わ

せて型を抜いた。型は使用する順に左から右・上から下に抜いた（図 5-41）。これにより作

業に必要な部品・冶具を取り忘れることや取り間違い等を防ぐようにした。 
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図 5-41 キット配膳ボックスに敷いた発泡ポリエチレンのシート 

（出典：TRUSCO 中山） 

 

 

図 5-42 キット配膳ボックス 

 

5.3.7 作業員の教育 (11 月 1 日～11 月 3 日) 

 本実証事業ではタイ人の作業員の意見を取り入れ、改善に繋げていくことが重要である。

そこで作業手順書を教育する前に TRIGO のエンジニア・オペレーターに対し本実証事業の目

的および基本的なコンセプトを、図 5-42、図 5-43 を用いて説明した。日立ハイテクがエンジ
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ニアに英語で説明し、エンジニアがオペレーターにタイ語で説明した。資料については、英

語、タイ語の両方を用意した。 

 

 

図 5-43  説明会で使用した基本的なコンセプトの資料を抜粋（英語） 

 

図 5-44   説明会で使用した基本コンセプトの資料を抜粋（タイ語） 
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 基本的なコンセプトを説明した後、作業の教育を開始した。作業教育は３段階に分け実施

した。１段階は日立ハイテクが、英語が話せるエンジニアに作業を教えた。２段階はそのエ

ンジニアがタイ語でオペレーターに作業を教えた（図 5-44）。３段階はシロクマ、東邦殖産

工業が教えた。１段階は２日、２段階は１日、３段階は１日で合計４日を掛けた。 

 

 

 

図 5-45 作業員の教育風景（左：日立ハイテクからエンジニアに教育、右：エンジニアからオ

ペレーターに教育） 

 

 シロクマと東邦殖産工業はタイで直接エンジニア・オペレーターに製造経験に基づく感覚

的なノウハウを指導した（図 5-45）。例えば、工程で発生する切粉により仕掛品に傷が付く

ことがある。その際補修が必要となるが、その加減を製造経験に基づいて指導した。 

しかしながら母国語の違いによるコミュニケーションミスの発生は否めなかった。作業を

より円滑に進めるためタイ語・日本語の通訳を１名採用した。採用した通訳は以前日本企業
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に勤めていた経験を持つため、日本語の真意を理解し通訳した。本通訳は教育以降の実証事

業の作業においても参画した。 

 

 

図 5-46 東邦殖産工業からオペレーターに教育 

 

5.4 実証事業の実施（11 月 6 日～21 日：第一回目実証実験） 

教育終了後タイで生産を開始するにあたり Srithaiによる技術交流を行った（図 5-46）。 
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図 5-47 Srithai との技術交流（左が Srithai） 

 

5.4.1 生産と課題抽出、改善実装 

教育で使った作業手順書を基に生産と課題抽出を 2017 年 11 月 7 日（火）～11 月 10 日

（金）で実施した。シロクマ、東邦殖産工業、日立ハイテク、TRIGO のエンジニア立ち会い

の下、TRIGO のオペレーター２名がハンドレールと DMC ユニットを生産し、時間を計測し

た。オペレーターは作業手順書通りに作業した。 

作業手順書の修正を 2017 年 11 月 13 日（月）～11 月 14 日（火）午前中で実施した。修正

した作業手順書を基に生産と課題抽出を 2017 年 11 月 14 日（火）午後～11 月 15 日（水）で

実施した。 
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確認された新たな課題および最初の生産で指摘された課題のうち改善しきれなかった課

題、例えば、工程で使う治具・工具類については通常日本では熟練作業員が経験的に身につ

けた技巧を用いて使いこなしていることに対し、非熟練の現地オペレーターは容易に使いこ

なすことが難しい等の課題は、日本で対応を再検討することとなった。 

日本で改善検討したものを実装し、タイの作業員のみで試作を 2017 年 12 月 6 日（水）～12

月 8 日（金）で実施した。以下に、生産で確認された課題と改善実装の内容を記載する。 

 

5.4.2 作業面の課題と改善（ハンドレール） 

ハンドレールのパイプ加工工程、端面加工工程、３連ボール盤工程に対し改善の指摘があ

った。パイプ加工工程においては、ボール盤穴あけ加工後の寸法測定時に正しい位置で測定

できないことがわかった。改善として作業手順書に穴中心を測定することを記載した。端面

加工工程においては、材料のパイプをチャックする前に切粉により仕掛品を損傷するリスク

があることがわかった。改善として作業手順書に材料をチャックする前にエアーブローで切

粉を除去することを記載した。 

 

5.4.3 作業面の課題と改善（DMC ユニット） 

DMC ユニットの検査工程、線材切断設備のロック操作、作業時の清掃、手袋着用に対し改

善の指摘があった。検査工程において、作業員による許容範囲のバラつきが発生する可能性

があることがわかった。改善として作業手順書に許容範囲を定量的に記載した。定量的な表

現が難しい場合限度見本となる画像やサンプルを用意した。線材切断設備のロック操作にお

いて、作業手順書の冒頭にしかロック操作指示がないため別型式の線材切断時にロック操作

が漏れるミスが発生した（図 5-47）。改善として作業手順書に作業上で必要な手順は都度記

載した。作業開始時に前回作業時の線屑や使用済み部品を机上に残したまま、次の作業を進

めた（図 5-48）。改善として作業手順書に作業開始前の清掃作業と確認の指示を記載した。

各工程での手袋の着用指示が明確でないため、着用するべき工程で着用せずに作業した。改

善として各工程の作業手順書に手袋着用・取外しの指示と、手袋着用の工程においてその目

的を記載した。 
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図 5-48 設備操作が足りず作業員が確認している様子 

 

 

図 5-49 前回作業の線屑が残った状態 

 

5.4.4 作業面の課題と改善（共通） 

ハンドレール、DMC ユニット共通の課題として製造レイアウトに関して指摘があった。組

立前半と組立後半が分かれており作業員が行き来する無駄が発生、さらには作業指示モニタ

ーが作業スペースから離れて設置され確認に時間を要していた（図 5-49）。これは手元の設

備を誤動作させ怪我するリスクも想定された。改善策として、生産の流れに沿った製造レイ

アウトに変更し、作業指示モニターを作業前方に配置した。 
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図 5-50 作業指示モニターの見にくい状態 

  

必要冶具の３Ｔ化（定置化、定量化、定表示）と保管方法に関し、キット配膳と同様に必

要順序に定型化した保管冶具を作成する提案があった。これにより作業終了後の工具確認や

収納が容易になる、施錠により盗難防止が可能となる。 

電動ドライバによる組み立てにおいて、作業前にトルク量の確認を作業手順書に記載する

提案があった。本実証事業で採用した HIOS 製 BC2 シリーズ（BLG-5000）の説明書にはトル

ク量の保障に関する記載がなく、また定期的なトルクチェックを推奨している。そのためト

ルクチェック計測器の導入に関しても提案があった。 

最後に生産エリアに不要品が散見され作業に必要なものを探し難くなっており、作業効率

の低下および必要な冶具が使用されないまま作業が進むことによる不良の発生を誘引する可

能性があった（図 5-50）。そのため、作業前の整理状態を示し作業開始前（必要に合わせ終

了後）に整理、整頓を指示を追加した（図 5-51）。 
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図 5-51 生産エリアに不用品がある状態 

 

 

図 5-52 整理整頓の掲示 
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作業全般を通じて「何故その作業が必要か」を理解していない様子だった。作業の意味を

理解することで、作業過程で発生する様々な課題に対して関心を持ち自ら改善を試行できる

ようになる。これにより作業効率の向上を見込める。特に作業の意味を理解するポイントと

して DMC ユニットの作業工程で、赤ペンでチェックする意味やキャスティング機でローラー

を下ろす意味などが挙がった。 

作業過程で管理者がいち早く対応しなければいけない事象が発生した場合にアラートを出

す仕組みが必要であるとの指摘があった。あわせて日本の中小企業からタイにいる管理者へ

の連絡手段や連絡手順を取り決める必要があるとの指摘もあった。本仕組みは IT/IoT システ

ムに組み込むこととなった。 

日本の赤ペンとタイの赤ペンで色が多少異なり NG 判定が出た。改善として、タイの赤ペン

でリファレンス写真を撮影し直し判定できるようにした。 

 

5.4.5 安全面の課題と改善（ハンドレール） 

ハンドレール工程における安全面の課題として、配管、配線の敷設方法と丸鋸盤付近の油

漏れに関して指摘があった。床に敷設されたエアー配管、LAN ケーブルが人の移動、台車の

運搬において障害となっていることがわかった（図 5-52）。改善として敷設方法を見直し、

人の移動、台車運搬における障害を排除、作業動線を確保した。 

 

 

図 5-53 配管、配線の障害 

LAN ケーブル 

エアー配管 
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5.4.6 安全面の課題と改善（DMC ユニット） 

DMC ユニット工程における安全面の課題として、圧着作業、コンセント・ケーブル敷設、

導電マット、コンセント電圧表示に関して指摘があった。圧着作業において、手元作業に気

を取られ誤ってフット SW（スイッチ）を踏み、手を挟む危険性が高いことがわかった（図 5-

53）。改善として設備に保護カバーを取り付け、作業時に脱着することを作業手順書に記載

した。加えて電線を手で固定するのではなく冶具で固定することで、手元作業を排除した。  

コンセント・ケーブル敷設に関して、生産設備に過剰な電源ケーブルの束線、タコ足配線

があった（図 5-54）。これらは発熱や発火原因となる可能性がある。タイは高温多湿である

ため、コンセントとプラグの間にチリやホコリが溜まり、発火する可能性高い。改善とし

て、単一ケーブルでの配線に変更した。導電マットに関して、床上導電マットが固定されて

おらず、転倒、通行時の損傷の可能性があった（図 5-55）。改善として、導電マットをテー

プで固定した。コンセント電圧表示に関して、100V、220V の表示がテープマーキングで示さ

れており、電圧を文字で表示していなかった。担当変更時の連絡漏れにより誤接続してしま

う可能性が高い（図 5-56）。改善として、テープマーキングに加え電圧を文字で表示した。 

 

 

図 5-54  圧着作業における安全面の課題 
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図 5-55 コンセント・ケーブル敷設における安全面の課題 

 

 

図 5-56 導電マットにおける安全面の課題 
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図 5-57 コンセント電圧のマーキングにおける安全面の課題 

 

エッジガード取り付け作業のラジオペンチでの押付け指示において、加え部での挟み込み

により怪我をする可能性があった（図 5-57）。これを避けるため新たな冶具の提案があった

（図 5-58）。 

 

 

図 5-58 エッジガード取り付け作業における安全面の課題 

100V を示す 

赤マーキング 

220V を示す 

白マーキング 
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図 5-59 提案があった冶具 

 

5.4.7 安全面の課題と改善（共通） 

ハンドレール、DMC ユニット共通の設備において、各種バルブへの開閉表示および密栓、

分電盤系統図に関して指摘があった。各種バルブへの開閉表示および密栓において、表示が

なかった。改善として、判別を容易にするため各種バルブに「開」「閉」札を掲示した。ま

た職場内の供給タンク最下部のバルブが密栓されておらず意図せずリークする可能性がある

ことがわかった。改善として、不要なバルブには密栓を行った。さらに圧力レギュレータな

どの計器類に使用範囲を明記しておらず、適正な範囲で使用できないリスクがあった。改善

として、計器類に適正な使用範囲をマーキングし一目で確認できるようにした（図 5-59）。

分電盤系統図に関して、二次側接続先を記載しておらずブレーカー二次側の使用状態が不明

であった（図 5-60）。改善として、分電盤系統図に二次側接続先を記載した。 

 

図 5-60 各種バルブへの開閉表示及び密栓における課題 
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図 5-61 分電盤系統図における課題 

 

引火性危険物（パーツクリーナー、速乾性金型用洗浄剤、金型用防錆剤、タッピングスプ

レー、WD-4t スプレー）について、「SDS（Safety Data Sheet）」の準備と使用上の注意（保

護具着用）、被災時の処置を確認し作業方法を検討する必要があった。実証事業での取扱い

は少量であること、期間を考慮し、実証事業期間中の一時的な対策として、耐薬品性メガ

ネ、耐薬品性手袋、簡易洗眼器等簡易的で最低限の保護具を準備した。量産時においては、

多量の水で洗浄できる洗眼器の設備機器など、導入を検討する。また加工設備（ボール盤）

用オイルなどについても、同様に「SDS」準備が必要と考える。 

量産に向けてはその他、代表的な設備として加工設備（ボール盤３機）や自動圧着設備に

おいて故障が発生した際の代替機準備、代替作業方法での対応など、作業手順書を含めた作

業方法の確立が必要である。また静電気対策器具の機能維持を目的に清掃規程（1 回/日以

上）の策定や、 定期的な測定結果の記録、静電靴の採用（現状スニーカー作業であり、静電

マットの効果がない）等の検討が必要である。 
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第6章 事業成果および考察 

 

6.1 実証事業の成果 

実証事業の成果として、11 月時点の製造領域および IT/IoT 領域の検証結果をそれぞれ表 6-

1、表 6-2 に、12 月時点の製造領域および IT/IoT 領域の検証結果をそれぞれ表 6-3、表 6-4 に

示す。また IT/IoT による日本からの生産現場の把握できた状況を図 6-1～図 6-6 に示す。 

製造領域においては、本期間で修正した作業手順書の通りに作業をすれば日本で製造する

場合と同等品質の製品が作れることが分かった。TRIGO の作業員からも、作業手順書の内容

を確認して作業をすることで精度の高い作業ができること、不良品を作る可能性が減ったこ

とが良かったとの所感を得ることができた。 

組立標準工数について 11 月時点で DMC ユニットは目標値を下回ったが、ハンドレールは

目標値を達成することができなかった。工程手順書の改善（オペレーターがより判りやすい

よう変更）を実装することで、12 月時点でハンドレールも目標値を下回ることができた。組

立標準工数の目標値は単独で海外進出した場合よりも低い値を設定した。本実証事業でその

目標値を下回ることができ、単独で海外進出するよりも短い組立標準工数で製造できた。主

な要因としては、シェア工場での製造ライン立上に向けて事前に工程分析を十分行い、各プ

ロセスのレイアウト・動線などを最適化できたことが大きいと思料。 

IT/IoT 領域においては、11 月時点で「LAN の障害によるネットワーク切断時における生産

最大継続時間」以外は検証し目標を達することができた。「LAN の障害によるネットワーク

切断時における生産最大継続時間」は 12 月に検証し、目標を達することができた。 

IT/IoT システムにより、日本にいながら品質基準を満たさなかったものや組立標準工数以上

に時間が掛かってしまった作業を特定でき、その作業の様子を日本から確認できた。製造現

場は１分毎に録画しており配信までのタイムラグは５分以内であることから、ほぼリアルタ

イムに近い状態で日本にいながらタイの生産現場に対し品質管理や作業管理が行えると考え

る。日本側では特別な監視体制を敷くことなく、製品検査時に問題を確認した場合に映像デ

ータにより作業状況を確認する等の対応で十分現場状況を確認することができた。 

本実証事業により、タイのシェア工場において、生産拠点を共有し単独で海外に進出した

場合よりも低い組立標準工数で、日本で生産する場合と同等の品質の製品を生産できること

がわかった。あわせて IT/IoT 技術により日本から生産現場を把握できることもわかった。 
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事業化可否視点で今回の実証事業を評価した場合、以下の点が大きな成果と将来展望と思

料する。 

 

① 日系中小企業の海外進出時の資金的・人的リスク（不確実性）の低減 

シェア工場の持つ有形無形の実績（生産ライン立上、現場オペレーターへの教育・指

導・現場改善ノウハウ等）を活用することで、単独・独資進出に比べ不確実性（リス

ク）要因を大幅に低減することが可能になる。また、投資観点では弊社の先行投資によ

り準備した各種固定資産を活用でき、中小企業にとって資金面でも進出ハードルが下が

ると考えられる。 

② シェアリングエコノミーのメリットを享受することで柔軟かつ可用性の高い製造オペレ

ーションの立上 

個社毎に単独進出を行う場合、各社管理・間接部門を独自で組成・対応を進める必要が

ある。一方、ひとつのファシリティを複数社で共有するシェア工場を活用することで製

造部門以外の間接部門の共有によりコスト低減効果が得られる。弊社の簡易試算では、

単独進出比で約 60-70％の間接費用低減の効果が期待できる。 

③ IoT/IT 技術を活用することで、従来は把握が困難であった現場オペレーター（作業員）

の動線・作業状況の可視化（データ化）による遠隔地域との現場作業共有化・トレーサ

ビリティの確保。上記を活用した国境を越えた産業・企業間での連携＝コネクテッド・

インダストリーの実現 

従来は装置・機械を中心とした自動化とデータ収集が IoT 活用の中心的な活用方法と見

なされてきたが、今回は人の動きを可視化することが可能となり、これらのデータを活

用することで一層の現場効率化や作業員による作業ミス起因の損失低減、更には予防保

全を含めた包括的な対策が可能となる。 

④ Lumada 技術との連携 

将来的には、実証事業及び事業化後の現場データを日立グループの持つ Lumada 技術と

連携し、解析することでより一層の生産性向上に寄与すると思料。 
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表 6-1 生産と課題抽出における製造領域の検証結果（11 月実績） 

検証対象 

 

検証項目 目標値 11 月実績 

品質 • 不良率 ハンドレール １％以下 ４％ 

DMC ユニット ２％以下 ０％ 

オペレーション 組立標準工数（ST） 

 

ハンドレール  15 分 16 分 

DMC ユニット 45 分 37 分 

 

表 6-2 生産と課題抽出における IT/IoT 領域の検証結果（11 月実績） 

 検証対象 対象システム 検証項目 目標値 11 月実績 

性能・拡張性 生産ラインの作業中

継 

作業中継のタイムラグ

（15fpsHD 動画含む） 

5 分未満 〇 

可用性 生産管理システム LAN の障害によるネ

ットワーク切断時にお

ける生産最大継続時間 

24 時間 

 

未 

運用保守性 カメラ・RFID・その

他各種センサー 

交換可否 可否 〇 

リモートオペレーショ

ン（リセット・再イン

ストール・パラメータ

セットのリモート操作

可否） 

可否 〇 

 

表 6-3 生産と課題抽出における製造領域の検証結果（12 月実績） 

検証対象 検証項目 目標値 12 月実績 

品質 • 不良率 ハンドレール １％以下 ０％ 

DMC ユニット ２％以下 ０％ 

オペレーション 組立標準工数（ST） 

 

ハンドレール  15 分 14.75 分 

DMC ユニット 45 分 34.81 分 
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表 6-4 タイでの生産と課題抽出における IT/IoT 領域の検証結果（12 月実績） 

 検証対象 対象システム 検証項目 目標値 12 月実績 

性能・拡張性 生産ラインの作業中

継 

作業中継のタイムラグ

（15fpsHD 動画含む） 

5 分未満 〇 

可用性 生産管理システム LAN の障害によるネ

ットワーク切断時にお

ける生産最大継続時間 

24 時間 

 

〇 

運用保守性 カメラ・RFID・その

他各種センサー 

交換可否 可否 〇 

リモートオペレーショ

ン（リセット・再イン

ストール・パラメータ

セットのリモート操作

可否） 

可否 〇 

 

 

図 6-1 日本側で確認したタイの製造における不良率（IT/IoT システムの画面キャプチャ） 
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図 6-2 日本側で確認したタイの製造における不良率詳細（IT/IoT システムの画面キャプチャ） 

 

 

図 6-3 日本側で確認したタイの製造における組立標準工数（IT/IoT システムの画面キャプチ

ャ） 
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図 6-4 日本側で確認したタイの製造における組立標準工数詳細（IT/IoT システムの画面キャプ

チャ） 

 

 

図 6-5 日本側で確認したタイの作業状況の動画（IT/IoT システムの画面キャプチャ） 



59 

 

 

図 6-6 不良が発生した場合を想定した日本とタイの管理者との 

テレビ会議による打ち合わせ検証 

 

6.2 オペレーションの習熟 

6.2.1 生産時間の実績 

ハンドレールおよび DMC ユニットの生産時間の実績に関し、回数による変化をそれぞれ表

6-5、表 6-6 に示す。いずれの場合も１回目は非常に時間を要していた。これはオペレーター

が作業手順書を逐次確認しプロセス通り丁寧に作業していたためである。２回目は習熟度が

加速的に増し、生産時間が短くなる。DMC ユニットにおいては４回目以降で目標時間に達す

ることができ、ハンドレールは７回目で目標値に達した。 
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表 6-5 ハンドレール（TypeC）１本当たりの生産時間の実績 

 

 

表 6-6 DMC ユニット（非 EN 型）1 台あたりの生産時間実績 
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6.2.2 習熟化のポイント 

 タイ企業から派遣された作業員の習熟を短期間に向上したポイントとして以下が考えられ

る。 

 

（１）現地作業員の巻き込み 

作業手順書を教育する前に TRIGO のエンジニア・オペレーターに対し本実証事業の目的お

よび基本的なコンセプトを説明した。資料については、英語、タイ語の両方を用意した。本

実証事業の意義を訴えた。これによりエンジニア・オペレーターの主体性を引き出せた。 

課題抽出においてもエンジニア・オペレーターに参画してもらい、彼らからの意見を抽出

し改善を実装した。 

また当初は示していなかった目標時間を作業員と共有し、オペレーターが作業スピードを

上げようとする努力を引き出せた。 

 

（２）作業手順書の改訂 

TRIGO のエンジニア・オペレーターも参画し作業手順の改訂を繰り返した。これにより

TRIGO のエンジニア・オペレーターは、作業手順書の内容を確認して作業をすることで精度

の高い作業ができた。 

 

（３）日本での製造作業の動画 

作業手順書に加えて、シロクマ、東邦殖産工業で撮影した製造作業の動画を TRIGO のエン

ジニア・オペレーターに見せた。これにより作業手順書に対する理解が高まった。 

 

（４）シロクマ、東邦殖産工業による直接指導 

当初はマシンの設定や寸法設定などは感覚で理解できると思っていたが、実際は容易では

なかった。作業手順書に定量化できるものはそれを示し、定量的な表現が難しい場合限度見

本となる画像やサンプルを用意した。これに加えて、日本で製造しているシロクマ、東邦殖

産工業が直接指導することで技術ノウハウを TRIGO のエンジニア・オペレーターに伝えるこ

とができた。 
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第7章 今後の課題と解決方法 

本実証事業により、タイのシェア工場において、生産拠点を共有し単独で海外に進出した

場合よりも低い組立標準工数で、日本で生産する場合と同等の品質の製品を生産できること

がわかった。あわせて IT/IoT 技術により日本から生産現場を把握できることもわかった。シ

ェア工場が、資本は少ないが技術力のある日本の中小企業にとって海外進出時の選択肢の一

つになる可能性があると考える。 

一方シェア工場での量産を想定する場合の課題も明らかになった。ここではそれらの課題

を挙げ、解決方法について述べる。 

 

（１）要点を絞った作業手順書の作成 

（課題） 

 本実証事業で作成した作業手順書は非常に詳しく記載している。一方で一見して内容を把

握・確認することは難しい。 

量産においては製造作業を繰り返すこととなる。作業員によっては慣れや油断が生じ、詳

しく記載している作業手順書を見なくなる。作業手順書を見なくなることにより手順を遵守

しない恐れがある。 

（解決方法） 

本実証事業で作成した作業手順書をもとに、量産用の要点を絞った作業手順書を作成する

必要があると考えられる。 

 

（２）作業員の教育 

（課題） 

 本実証事業では製造業向けに実践的な品質管理ソリューションを提供する TRIGO が作業員

を派遣した。TRIGO のエンジニアは製造の知見があり英語が話せた。本実証事業では日立ハ

イテクがエンジニアに英語で説明し、エンジニアがオペレーターにタイ語で説明した。 

量産において採用する作業員は多くが製造の知見がなく英語が話せないと考えられ、教育

に時間を要する可能性がある。 
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（解決方法） 

量産に向け新たに採用する作業員に対して、本実証事業で教育した TRIGO の作業員が教育

することが有効であると考えられる。彼らはシェア工場の意義と作業手順を理解しタイ語で

説明することができる。 

 

（３）調達から出荷までの作業手順の構築 

（課題） 

本実証事業では製造を実証した。量産では調達や出荷等を行うことになる。 

（解決方法） 

 調達から出荷までの作業手順が必要であると考えられる。それらの作業も量産前に実証が

必要と考えられる。 

 

（４）設備故障時対応と設備メンテナンスの構築 

（課題） 

量産に向けて設備故障を想定した対策が求められる。 

（解決方法） 

設備が故障した場合の代替機準備、代替作業方法の確立が必要であると考えられる。ま

た、静電気対策器具の機能維持を目的に清掃規程の策定や 定期的な測定結果の記録、静電靴

の採用等の検討、設備メンテナンス要員の準備等が必要であると考えられる。 

 

（５）工程毎にリスクアセスメントの実施 

（課題） 

量産における作業安全の確保は作業者の意識に依存しない対策が求められる。 

（解決方法） 

工程毎にリスクアセスメントが必要であると考えらえる。インターロック機構、危険作業

の代替化等が必要であると考えられる。 
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（６）引火性危険物の取り扱い 

（課題） 

引火性危険物の取扱いがあり、本実証事業では耐薬品性メガネ、耐薬品性手袋、簡易洗眼

器等最低限の保護具を準備した。量産においては本質的な対策が求められる 

（解決方法） 

量産に向け引火性危険物について「SDS（Safety Data Sheet）」の準備と使用上の注意、被

災時の処置を確認し作業方法を検討する必要があると考えられる。 

 

（７）事業化に向けた現地法規制等への対応 

（課題） 

従来にないビジネスモデルを企図したため、正式事業化に向けて①タイ外国人事業法、②

タイ工業団地公社規制など、主に規制面で乗り越えるべき課題を改めて認識した。事業化・

量産製造を開始するにあたって、現地法規制への適切な対応及び現地行政当局からの適正な

ライセンス取得等が求められる。 

（解決方法） 

課題を認識した上で、現地パートナーや行政関係者と協議を行いつつ解決を進める必要が

ある。こうした事象はタイ特有ではなく、他 ASEAN 諸国においてもそれぞれ課題があると考

える。IoT/IT 技術が発達し、域内貿易の自由化の進展もある一方で、残っている国内規制を事

前に把握し、新規事業導入において、如何に柔軟に対処できるかが重要な点であろう。 
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第8章 今後の具体的戦略と活動 

 

（１）シェア工場の実現 

 シェア工場は日本の中小企業の海外進出を支援するサービスである。シェア工場を利用す

る複数の中小企業において、生産拠点の共有に加え、海外現地でのバックオフィス業務等を

集約させ標準化しコスト削減を図る。また、生産に使う材料を海外現地にて調達することに

よる材料費の低減も図る。これにより価格競争力を持ち海外市場で競争力を保持することを

構想する（図 8-1）。 

 

 

図 8-1 シェア工場における原価構成構想 

（原価構成あくまで想定値であり対象製品や事業内容・規模等によって変わる） 

 

そのため、シェア工場のサービスメニューは生産・販売レイヤー、バックオフィスレイヤ

ーおよび工場インフラレイヤーで構成することを構想する（図 8-2、図 8-3）。さらに IT/IoT

技術を使い日本にいながら海外工場を運営することを構想する（図 8-4）。 

 



66 

 

 

図 8-2 シェア工場のサービスメニューのコンセプト 

 

 

図 8-3 シェア工場のサービスメニュー構想 

（図中の A 社、B 社、C社、D 社は日本の中小企業を想定） 

 

 

図 8-4 IT/IoT 技術によるサービス 
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 今後シェア工場による価格競争力の創出に向け、これらのサービスメニューを実現するこ

とが考えらえる。 

 

（２）シェア工場の拡大 

本実証事業はタイのシェア工場において昇降機向けの部品を製造している日本企業 2 社が

参画した。今後はタイで納品先の業界の拡大や参画する日本の中小企業の拡大をはかり規模

を拡大する。その後タイ以外の国にシェア工場事業を拡大することを構想する（図 8-5）。 

 

図 8-5 シェア工場の今後の方向性 
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結び 

シェア工場における日本企業とタイ企業の連携による現地製造および IT/IoT 技術による日

本から生産現場の把握・作業品質の管理の実現性の実証を目的に、事業を行った。 

具体的には、タイでシェア工場を立ち上げ、昇降機の部品であるハンドレース、DMC ユニ

ットの生産ラインと IT/IoT 設備を導入し、タイ人による生産と日本での生産現場の把握を行

った。 

現地製造による不良率、組立標準工数（ST）は以下となった。組立標準工数の目標値は単

独で海外現地生産した場合よりも低い値を設定したが、本実証事業ではそれを達することが

できた。 

• 不良率 

ハンドレール ：０%（目標値：１％以下） 

DMC ユニット：０％（目標値：２％以下） 

• 組立標準工数（ST） 

ハンドレール ：14.75 分（目標値：15 分） 

DMC ユニット：34.81 分（目標値：45 分） 

また、現場導入 IoT リモート管理システムの可用性として以下を確認した。 

• 日本での生産ラインの作業中継 タイムラグ：５分未満（目標値：５分未満） 

• LAN の障害によるネットワーク切断時における生産最大継続時間：自律生産最大 24 時

間（目標値：自律生産最大 24 時間） 

• カメラ・RFID・その他各種センサーの交換可、リモートオペレーション（リセット・

再インストール・パラメータセットのリモート操作）可 

これにより、タイのシェア工場において、生産拠点を共有し単独で海外に進出した場合よ

りも低い組立標準工数で、日本で生産する場合と同等の品質の製品を生産できることがわか

った。あわせて IT/IoT 技術により日本から生産現場を把握できることもわかった。シェア工

場が、資本は少ないが技術力のある日本の中小企業にとって海外進出時の選択肢の一つにな

る可能性があると考える。 

シェア工場は日本の中小企業の海外進出を支援するサービスである。シェア工場を利用す

る複数の中小企業において、生産拠点の共有に加え、海外現地でのバックオフィス業務等を

集約させ標準化しコスト削減を図ることを構想する。また、生産に使う材料を海外現地にて
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調達することによる材料費の低減も図る。今後はこれらの構想を実現することで、日本に中

小企業がシェア工場を利用し現地企業と連携しながらタイ市場で収益をあげられる仕組みを

構築する。 

さらには、タイで納品先の業界の拡大や参画する日本の中小企業の拡大をはかり規模を拡

大する。その後タイ以外の国にシェア工場事業を拡大する。 
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